
大豆をめぐる情勢について

令和４年２月

農林水産省農産局穀物課



１ 食料・農業・農村基本計画

○ 令和２年３月に閣議決定された「食料・農業・農村基本計画」において、大豆の生産努力目標を34万トンに設定。
○ 実需者の求める量・品質・価格に着実に応えるため食品産業との連携強化を図りつつ、団地化やスマート農業に
よるコストの低減、排水対策の更なる強化、耐病性・加工適性等に優れた新品種の開発・導入等を通じて、生産量
の向上を推進する。

・人への集積・集約と作物の集約を
連携して実施

・地域に最適な稲・麦・大豆の品種の
組合せと栽培法の確立実証の実施

センシング技術を活
用し品種の組合せと
栽培方法を最適化

・スマホWeb診断等、
生産者自らが圃場
毎の低収要因を把
握し改善する取組
を推進

Web診断

ほ場条件に合わせて単収向上に取り組
むことが可能な環境の整備

団地化・ブロックローテーションの推進、排水対策の更なる強化やスマート農業の活用による生産性の向上
・生育予測システムや営農データの
活用法の周知・現場への浸透

追肥診断

・補助暗渠施工、心土破砕等の営農
排水対策による排水性改善

心土破砕

・播種前契約の推進
・安定供給体制の構
築に向けた民間保
管体制の整備

耐病性・加工適性等に優れた新品種の開
発導入の推進

国産原料を使用した大豆製品の需要拡大に
向けた生産量・品質・価格の安定供給

生産量 21万ｔ
作付面積 15万ha
平年収量 167kg/10a
自給率 ６％

H30（現状）
生産努力目標 34万ｔ
作付面積 17万ha
平年収量 200kg/10a
自給率 10％

R12（目標）

スマート農業の活用

団地の推進 1



２ 生産量・作付面積の推移

○ 大豆の生産量は、気象災害の影響等により減少する場合があり、令和２年産の生産量は北海道は天候に恵まれた
ものの、東北、北陸等における天候不順の影響があり、21万8,900ｔとなった。

○ 作付面積については、近年、北海道のオホーツク地域における畑作大豆の作付増により増加し、14万ha程度で推
移（令和２年産は14万1,700ha）。
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資料：統計部「作物統計」
（昭和59年までの畑作面積は、田畑計から田作を除いた値）

（単位：ha、トン） 国産大豆の生産量・作付面積（田畑別）の推移

令和2年
14.2万ha

令和2年
21.9万ｔ

平成15年
田作面積ピーク
12.9万ha（田）
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○ 令和２年産の作付面積は全国で141,700haで、北海道（38,900ha）・宮城（10,800ha）・秋田県（8,650ha）の順
に多い。

○ 平均単収は、全国が161kg/10aで、北海道（233kg/10a）・新潟（177kg/10a）・佐賀（168kg/10a）の順に高い。

３ 生産量・作付面積・単収（都道府県別）

資料：農林水産省統計部「作物統計」による。
「平均単収」は、原則として直近７か年のうち、最高及び最低を除いた５か年の平均値。 3



○ 食用大豆の需要見込みについて

※ R２年実績数量は「食料需給表」を基に、穀物課推計。
※ R３年以降の需要見込みは各業界団体からのアンケート結果（豆腐、豆乳、納豆、煮豆、味噌、醤油、きなこ：n=107）

を基に、穀物課推計。なお、需要見込みについては、R２年の実需者実績を基準とした比率を示す。

R2年度実績数量
R３年度 R４年度 R８年度

需要見込み 需要見込み 需要見込み

（千トン） うち国産 うち国産 うち国産 うち国産

全 体 1,053 211 102% 103% 104% 106% 114% 126%
豆腐・豆乳 101% 103% 104% 104% 118% 129%

納 豆 103% 103% 103% 104% 103% 104%

煮 豆 102% 102% 101% 103% 102% 105%

味 噌 100% 102% 101% 102% 102% 104%

醤 油 100% 108% 109% 104% 112% 106%

その他 100% 101% 105% 102% 109% 107%

油糧用
2,290千ﾄﾝ
（65%）

○ 我が国の大豆の需要量（令和２年）

食用
1,053千ﾄﾝ
（30%）

その他
155千ﾄﾝ
（4%）

食用（国産）
211千ﾄﾝ
（20%）

食用（輸入）
842千ﾄﾝ
（80%）

出典：食料需給表
注：四捨五入の関係で、100％に一致しない場合がある。

（千トン）
（千トン）

資料：米国農務省（USDA）「Production, Supply and Distribution」
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○ 世界の大豆の需給

４ 大豆の需要動向

○ 大豆の需要量は、中期的に増加傾向で推移し、令和２年度は約350万トン（食品用は約105万トン）。
○ 今後の食用大豆需要見込みについて実需者にアンケートを実施した結果、全ての業界を通じて、今後の５年間の大豆使用量は増
加見込み。

○ 国産大豆も、価格、供給量、品質の安定が前提となるものの、消費者ニーズへの対応や高付加価値化に向け、需要が堅調となる
見込み。
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○ 国産大豆の増産を希望する産地

注：各業界団体からのアンケート結果（豆腐、豆乳、納豆、煮豆、味噌、醤油、きなこ：n=107）を基に、穀物課推計。



５ 大豆の用途別需要動向（イメージ）
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使用量 46万t
国産 10 万t（国産比率22％）煮豆 豆腐使用量 3.1 万t

国産 2.2 万t（国産比率70％）

納豆 使用量 14.7 万t
国産 3.5 万t（国産比率24％）

使用量6.4 万t
国産0.6 万t（国産比率９％）

味噌

大豆油
使用量14.9万t
国産0.5 万t（国産比率４％）

（注）円の大きさは大豆使用量を表している
資料：ヒアリングに基づき穀物課で作成

大豆使用量、国産比率はヒアリングを基にした穀物課推計

醤油豆乳

使用量13.3 万t
国産1.3 万t（国産比率10％）

国
産
使
用
割
合

0％

80％

大 豆 使 用 量

強調表示により国産明記が可能
であり、他社との差別化を図る観
点から、国産使用の増加が見込
まれる。

原料原産地表示の義務化の開始
（R4.4） に伴い、国産への一定の
切替えが期待される。

一部商品で国産丸大豆を使用。
多くの商品では、今後も海外産脱脂
加工大豆を使用する傾向は続くことが
見込まれ、国産使用拡大は限定的。

消費者の健康志向に伴
い、使用量が増加。他社
との差別化を図る観点か
ら国産使用の増加が見
込まれる。

10年以上連続で消費量が伸長。専
用品種の開発も進む。
差別化を図る観点から国産大豆の使
用を増やす実需もあり、一定の国産使
用量の増が期待される。

安定した国産需要があり、高
い国産シェアを誇るが、国産
使用量は横ばい。

大豆ミート等
・加工度が高く、大豆の品質が反映されづらいため、原材料は安価な海
外産脱脂加工大豆を使用する場合が多い。
・シェア拡大にあたっては、国産の付加価値の創出が課題。

使用量 248.6 万t
国産0.04万t
（国産比率0.01％）

大豆油用の大豆は、低
価格が求められ、国産
使用拡大は困難。



６ 我が国における大豆ミートの開発・販売状況

○ 大豆ミートは、主に脱脂加工大豆からタンパク質を取り出して肉様に加工した食品。食料不足・環境問題の観点か
ら世界的に関心を集め、近年、我が国でも多くの大手食品メーカーが参入を開始。

○ 大豆ミート商品の開発は端についたばかりであり、現時点で輸出に取組む企業は
ほぼ無いが、将来的に輸出を視野に入れる企業も出現。

○ 現在、価格の問題から搾油済海外産大豆（脱脂加工大豆）を使用したものが多く、
国産大豆を使用した商品は限定的だが、一部企業は国産使用に前向き。

○大豆ミートの製法例

破砕
（粉末化）

脱脂加工大豆
（搾油後の大豆） 加熱・加圧 乾燥

水蒸気爆発で
堆積が膨張

製品

○国産大豆使用の可能性

令和２年より事業化。特殊条件下で発芽させた丸大豆を使
用することで、既存の大豆ミートに比べ飛躍的に風味・食感
が向上した「大豆肉」製造の特許を持つ。

○世界の人工肉（大豆ミート含む）市場規模予測

出典：MDB Digital Search（2019）

ニチレイ「大豆ミートのハンバーグ」

○日本農林規格（JAS規格）の制定

味の素やニチレイフーズらと提携し、
イオンやフレッシュネスバーガーを通
じて販売。今後は輸出も視野に入れ
ている。

DAIZ株式会社

（株）アジテック・ファインフーズ
北海道産大豆を主原料とし大豆臭を抑え
た工法で、こだわりの大豆ミートを製造。
ベジタリアンフードを扱う（株）かるなぁをはじめ
とした小売店や植物性ハム向けの原料製造を
行う。

６年で約２倍に成長

令和２年より、大塚食品株式会社が
検討主体となり、大豆ミートのJAS規格
制定に向けた検討を開始。

かるなぁ「大豆まるごとミート」

DAIZ「ミラクルミートのから揚げ」

6



0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

かわらない

外観形質が優れる

成分品質が優れる

加工適正・味が優れる

輸入大豆と仕入れ

価格が遜色ない

安定して入手できる

消費者ニーズに

応えられる

付加価値を付与できる

0 10 20 30 40 50 60 70 80 90

その他

品質が劣る

選別にバラツキがある

安定して入手できない

価格が不安定

値段が高い

７ 国産大豆使用の意向

○ 今後国産大豆の使用を増やす予定の事業者は、主な理由として、「消費者ニーズに応えることができる」、「加
工適正・味に優れている」、「付加価値を付与できる」との回答をあげている。

〇 一方、国産大豆を減らす予定の事業者は、その主な理由として、「価格が高い」、「価格が不安定」、「安定し
て入手できない」をあげている。
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○ 国産大豆を増やす理由 ○ 国産大豆を減らす理由

※ 各項目の数値は各大豆製品メーカー全回答数における回答者数の割合（複数回答可）。
国産大豆を増やす理由の全回答数=290、国産大豆を減らす理由の全回答数=200



８ 国産大豆の入札取引価格の動向

○ 大豆の生産は、気象災害の影響等により減少する場合があり、これに伴い、価格も大きく変動。
○ 平成30年以降収量が平年収量を下回り、不足感から３年連続で平均落札価格が上昇。
〇 また、近年は中国の旺盛な需要等を背景に海外産大豆価格も上昇傾向。

○ 国産大豆の生産量と価格の推移

24

27 27

23

16

23 23 23

26

23
22 22

24

20

23
24 24

25

21
22

22

3,473 3,758
3,918

4,525
3,745 3,505

3,745

5,315
4,670

4,520

4,815
5,093

6,125 6,340 6,335

5,883

6,015

5,814

5,653

5,595

6,950

3,105 3,228 3,318
3,935

3,145 2,905 2,945

3,985

2,973 2,715 3,015 3,298
3,883 3,848

3,348 3,070 3,155 3,023 2,912 2,995

4,410

5,653

4,501

4,585

9,536

15,836

6,931

6,835
7,364 7,079

6,654 6,829

8,299

8,145

14,168
13,380

10,155

9,364

8,202
9,124

10,346

11,295

0

5

10

15

20

25

30

0

4,000

8,000

12,000

16,000

H13
(H12年産)

H14
(H13年産)

H15
(H14年産)

H16
(H15年産)

H17
(H16年産)

H18
(H17年産)

H19
(H18年産)

H20
(H19年産)

H21
(H20年産)

H22
(H21年産)

H23
(H22年産)

H24
(H23年産)

H25
(H24年産)

H26
(H25年産)

H27
(H26年産)

H28
(H27年産)

H29
(H28年産)

H30
(H29年産)

R1
(H30年産)

R2
(R1年産)

R3
(R2年産)

（万トン）（円/60kg） 国産生産量 非GMO分別価格 GMO不分別価格 国産価格
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２．国産価格は、(公財)日本特産農産物協会における入札結果で各年産の平均落札価格(税抜)。 8

令和２年産平均落札価格
11,295円/60kg
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麦・大豆収益性・生産性向上プロジェクト

＜対策のポイント＞
麦・大豆の需要を捉えた生産の推進により国産シェアを拡大するため、作付の団地化と営農技術の導入、農業支援サービスの活用等による産地の生産体制の強

化・生産の効率化を支援します。あわせて、作柄変動の大きい国産の供給力を安定させるため、民間保管施設の整備や一時保管により安定供給体制を確立します。

＜事業目標＞［平成30年度→令和12年度まで］
○ 小麦生産量の増加（76万トン→108万トン）○ 大麦・はだか麦生産量の増加（17万トン→23万トン）○ 大豆生産量の増加（21万トン→34万トン）

＜ 事 業 の 内 容 ＞ ＜ 事 業 イ メ ー ジ ＞
１．麦・大豆等水田農業の生産体制強化

水田麦・大豆産地生産性向上事業 100（100）百万円
【令和３年度補正予算】2,148百万円

団地化の推進と営農技術の新規導入と併せて農業支援サービス等も活用した省
力化の推進により、生産性の向上や環境に配慮した営農に向けて技術の新規導入
を図る先進的な麦・大豆産地の取組に対し、ソフト・ハード両面から支援します。

２．需要に応える供給の実現と国産使用拡大
① 麦・大豆保管施設整備事業 【令和３年度補正予算】900百万円

国産麦・大豆の安定供給に向けた保管施設の整備や、保管施設の整備と一
体的に行う処理加工施設の整備を支援します。

② 麦類供給円滑化推進事業 【令和３年度補正予算】132百万円
国産麦の供給を円滑化するための一時保管を通じた安定供給体制の構築を

支援します。
③ 麦・大豆利用拡大推進事業 【令和３年度補正予算】69百万円

国産麦・大豆の利用拡大に向け、商品開発、マッチング等を支援します。
（関連事業）

戦略作物生産拡大支援事業 87（97）百万円の内数
農地耕作条件改善事業 24,790（24,790）百万円の内数
スマート農業の総合推進対策のうちデータ駆動型農業の実践・展開支援事業

173（173）百万円の内数
＜事業の流れ＞

国

民間団体等

都道府県 生産者
団体等

民間団
体等

交付、1/2以内

補助

（１の事業）

［お問い合わせ先］（１、２①③（大豆）の事業）農産局穀物課 （03-6744-2108）
（２②③（麦）の事業） 貿易業務課（03-6744-9531）

【令和４年度予算概算決定額 100（100）百万円】
（令和３年度補正予算額 3,250百万円）

定額、1/2以内

1/2以内

定額、1/2以内

定額、1/2以内

（２①の事業）

（２②の事業）

（２③の事業）

１．麦・大豆等水田農業の生産体制強化
団地化の推進

団地化推進に向けた話合い等
の必要経費を支援（定額）

営農技術の導入や畑
地化に向けた栽培実
証を支援（定額）

生産性向上に必要な
施設・機械導入等を
支援（1/2以内）

営農技術の導入
・畑地化実証支援 施設整備・機械導入

麦・大豆の安定供給

保管施設の整備に向けた支援
（1/2以内）

国産麦・大豆の商品開発等を支援
（定額、1/2以内）

麦・大豆の利用拡大
２．需要に応える供給の実現と国産使用拡大



水田麦・大豆生産性向上事業の技術メニュー追加

水田農業の生産体制強化
水田麦・大豆産地生産性向上事業（4,782百万円）
生産性の向上を図る先進的な麦・大豆産地の取組を支援

水田農業の生産体制強化
水田麦・大豆産地生産性向上事業（2,148百万円＋100百万円）
生産性の向上を図る先進的な麦・大豆産地の取組を支援

令和２年補正・令和３年当初【61億円】
（うち生産対策分 48億円）

令和３年補正【32.5億円】令和４年当初【１億円】
（うち生産対策分 22.5億円）

③生産性向上を図る新規技術導入（面払い）

①団地化推進に必要な話合い経費

②生産性向上を図る機械購入・施設整備費用

以下の中から15,000円/10aを上限に技術を選択

(1) 湿害対策技術（2,000円/10a）
(2) 高度湿害対策技術（3,000円/10a）
(3) 効率的は種技術（5,000円/10a）
(4) 先進技術（10,000円/10a）
(5) 土壌診断に基づく土作り（3,000円/10a）
(6) 麦の生育後期重点施肥（3,000円/10a）
(7) 畑地化支援（7,500円/10a）
(8) 新品種導入（7,500円/10a）

③生産性向上を図る新規技術導入（面払い）

①団地化推進に必要な話合い経費

②生産性向上を図る機械購入・施設整備費用

以下の中から15,000円/10aを上限に技術を選択

(1) 湿害対策技術（2,000円/10a）
⇒最大２つ（4,000円/10a）まで申請可

(2) 高度湿害対策技術（3,000円/10a）
(3) 効率的は種技術（5,000円/10a）
(4) 先進技術（10,000円/10a）
(5) 土壌診断に基づく土作り（3,000円/10a）
(6) 麦の生育後期重点施肥（3,000円/10a）
(7) 畑地化支援（7,500円/10a）
(8)   新品種導入（7,500円/10a）
(9)   化学肥料の低減（1,000円/10a）

(10) 化学農薬の低減（1,000円/10a）
(11) ドローンによる生産性の高度化・省力化（5,000円/10a）
(12) 地域特認技術
⇒複数設定可能だが、単価合計は15,000円/10aが上限

○ 地域の営農技術の取組状況に応じて更なる生産性の高度化を図ることが出来るよう、営農技術の支援対象の取組を追加。
○ さらに、持続可能な食料システムの構築に向けた取組を追加することで、「みどりの食料システム戦略」にも貢献。
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都道府県における推進

実需・生産者のマッチング強化を通じた需要・生産拡大

○ 国産大豆の供給の課題として、安定化が求められており、単独の県では実施が難しい
ことから「九州産フクユタカ」などブロック毎でブランド化している事例もあり、更な
る需要の拡大に向けては、地域で連携していくことも重要。
○ 県で実施する推進と連携して、ブロック別の情報交換会を農政局主導で行い、産地が
実需とマッチングする機会を設け、更なる生産意欲の喚起・需要の拡大を図る。

参加者：都道府県、生産者、管内製造メーカー、
問屋、産地（JA）、県本部・経済連等

＜ブロック別情報交換会＞
・ 農政局単位で実施。
・ 農政局主導で地元実需の要望と
単協・生産法人など産地側の対応
可能性を意見交換
（実需のニーズを直接生産者に届
けることで、生産意欲を喚起）
・ 研究者から当該業界に合った新
品種等を紹介

（都道府県段階の取組）

ブロック別情報交換会

（ブロック段階の取組）

想定されるテーマ：当該ブロックにおける需給動向
用途別に求められる品質・量
新規需要（大豆ミート、大豆粉など）に
向けた品種切り替え など

参加者：県担当者、地元製造メーカー、産地（JA）、研究者、農政局

相互に連
携を図る
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（参考）大豆栽培の改善に向けて

○ 診断に基づく大豆栽培改善技術導入支援
（スマホで簡単！大豆診断楽々ナビゲーション）

○ 大豆新技術活用の手引き

二次元バーコードから診断ページに
ジャンプします！

Ⅰ．大豆栽培診断と排水対策
１．大豆診断楽々ナビゲーション
２．土壌や立地条件に対応した排水対策

Ⅱ．有機質資材や酸度矯正資材の施用
１．有機質資材や酸度矯正資材の施用
２．有機質資材の施用効果データベース
３．混合堆肥複合肥料の利用

Ⅲ．播種技術
１．アップカットロータリによる耕耘同時畝立て播種
２．逆転ロータリと再度ディスクを活用した一工程浅耕播種
３．チゼルプラウによる深耕と小明渠浅耕播種技術
４．真空播種機を用いたスリット整形播種
５．ほ場の排水性に応じた播種技術の適用

Ⅳ．病害虫、雑草防除
１．ダイズ立枯性病害の対策
２．LEDや誘引剤トラップを利用したダイズ
カメムシの簡易発生予察
３．チョウ目害虫による被害とマメシンクイガ
の診断と対策
４．帰化アサガオ類の侵入防止技術
５．難防除雑草の総合的防除技術

18項目のアンケートに
答えてリスクを簡易診断

結果に基づいて
対策を詳細に解説
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（参考）全国豆類経営改善共励会について
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